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アンモニアサプライチェーン構築・利用WGの構成員

座長 国立研究開発法人産業技術総合研究所再生可能エネルギー研究センター 招聘研究員 壹岐典彦

副座長 国立研究開発法人産業技術総合研究所企画本部・総括企画主幹兼再生可能エネルギー研究センター 辻󠄀村拓

参加企業

株式会社ＩＨＩ

アサヒグループジャパン株式会社

ＡＧＣ株式会社

鹿島液化ガス共同備蓄株式会社

鹿島北共同発電株式会社
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参加企業

（民間オブザーバー）

株式会社小松製作所

株式会社SUBARU

日産自動車株式会社

日野自動車株式会社

本田技研工業株式会社

オブザーバー 経済産業省 関東経済産業局（資源エネルギー環境部 カーボンニュートラル推進課）

事務局
茨城県（産業戦略部 技術振興局 科学技術振興課）

株式会社野村総合研究所
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北関東広域アンモニアサプライチェーン整備構想

北関東広域アンモニアSCデザイン

県内だけではなく広域需要に対応したアンモニアサプライチェーンをデザインする
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WGアジェンダ

討議１： 国支援制度詳細設計とアプローチ方針

討議２： 北関東広域アンモニアサプライチェーンデザインと必要インフラ

討議３： アンモニア技術開発動向と供給・利用に関する意見交換
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大規模なサプライチェーン構築に向けた支援制度の創設

2030年頃までに低炭素な水素・アンモニアの供給を開始する予定である事業者（＝ファーストムーバ―）

に対する基準価格と参照価格の差額を長期にわたり支援するスキームを検討

中規模拠点５か所程度。拠点整備支援を活用する際は、サプライチェーン構築支援においても優遇

国支援制度 大規模なサプライチェーン構築に向けた支援制度

出所）水素基本戦略（2023年6月6日）再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議

水素基本戦略より一部抜粋

支援

制度
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価格差に着目した支援の中核となる条件

 「鉄・化学分野における原燃料転換主導」とそれを確認するための「供給者・利用者の双方の連名により一体的な

計画の作成」などが、支援の中核条件として提示

国支援制度 価格差に着目した支援（値差支援）

出所）第10回水素・アンモニア政策小委員会（2023年10月25日）水素・アンモニア等政策の方向性より抜粋

鉄・化学

供給者・利用者

の双方による連名

国内外で新たな

関連事業を実施

2030年度まで

供給開始
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拠点整備支援の条件の考え方

国支援制度 効率的な水素・アンモニア供給インフラ の整備（拠点整備）

出所）第10回水素・アンモニア政策小委員会（2023年10月25日）水素・アンモニア等政策の方向性より抜粋
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（参考）令和６年度拠点整備支援に関する概算要求
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クリーン燃料アンモニアの実装プラン（＝茨城をハブとした広域アンモニアSC構築）

北関東広域アンモニアSCデザイン

出所）第11回 水素・アンモニア政策小委員会（2023年11月14日）一般社団法人 クリーン燃料アンモニア協会説明資料より抜粋
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（参考）クリーン燃料アンモニア協会の概要

業界団体の動向

出所）第11回 水素・アンモニア政策小委員会（2023年11月14日）一般社団法人 クリーン燃料アンモニア協会説明資料より抜粋


